
1
令
等
遵
守
状
況
」
の
審
査
結

果
は
、
全
40
項
目
の
う
ち
、

下
か
ら
２
番
目
の
評
価
で
あ
る
Ｐ
Ｃ

（
一
部
履
行
）
が
10
項
目
、
一
番
下

の
評
価
で
あ
る
Ｎ
Ｃ
（
不
履
行
）
が

１
項
目
と
い
う
結
果
で
し
た
。

法
令
等
遵
守
状
況
の
審
査
結
果

は
、
第
３
次
審
査
と
比
べ
て
大
幅
に

改
善
し
ま
し
た
が
、
こ
れ
は
金
融
庁

が
２
０
１
９
年
に
策
定
し
た
「
マ
ネ

ー
・
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン
グ
及
び
テ
ロ
資

金
供
与
対
策
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
」（
以
下
、
金
融
庁
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
）
が
法
的
拘
束
力
を
有
す
る
も
の

と
さ
れ
た
こ
と
が
大
き
い
で
す
。

こ
れ
に
対
し
、「
有
効
性
」
の
審

査
効
性
の
審
査
項
目
は
11
項
目
が
設

定
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
こ
の
う
ち
８

項
目
が
下
か
ら
２
番
目
の
Ｍ
Ｅ
（
中

程
度
）
と
の
評
価
を
受
け
、
最
低
評

価
の
Ｌ
Ｅ
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

有
効
性
（
Ｉ
Ｏ
）
の
評
価
項
目
の

う
ち
、
金
融
機
関
等
の
事
業
者
に
と

っ
て
特
に
重
要
な
項
目
は
、
Ｉ
Ｏ
３

（
金
融
機
関
・
Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ
の
監

督
）
と
、
Ｉ
Ｏ
４
（
金
融
機
関
・
Ｄ

Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ
の
予
防
措
置
）
で
す
。
こ

の
中
で
、
特
に
重
大
な
課
題
と
し
て

指
摘
さ
れ
た
の
が
、
以
下
の
２
点
。

❶
実
質
的
支
配
者
の
確
認
・
検
証
、

継
続
的
顧
客
管
理
等
の
、
最
近
導

入
・
変
更
さ
れ
た
義
務
に
つ
い
て
、

ま
だ
明
確
か
つ
一
律
の
理
解
が
な
さ

れ
て
い
な
い
（
一
部
の
金
融
機
関
を

除
く
）

❷
基
本
的
な
取
引
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ

ス
テ
ム
や
、
取
引
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

（
フ
ィ
ル
タ
リ
ン
グ
）
シ
ス
テ
ム
は

一
定
数
の
金
融
機
関
で
導
入
さ
れ
て

い
る
が
、
ど
ち
ら
の
シ
ス
テ
ム
も
誤

検
知
率
が
多
く
そ
の
効
果
は
限
定
的

で
あ
る

継
続
的
顧
客
管
理
に
つ
い
て
、
金

融
機
関
は
金
融
庁
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

規
定
に
従
い
、
正
確
か
つ
適
切
な
顧

客
情
報
を
保
つ
た
め
の
シ
ス
テ
ム
の

構
築
を
開
始
し
て
い
ま
す
。

し
か
し
審
査
で
は
、
そ
れ
が
収
集

さ
れ
た
顧
客
情
報
の
更
新
お
よ
び
リ

ス
ト
照
合
に
限
定
さ
れ
て
お
り
、
こ

の
手
法
に
従
っ
て
継
続
的
顧
客
管
理

に
係
る
措
置
を
実
施
し
て
も
、
金
融

機
関
が
顧
客
の
特
性
と
業
務
内
容
を

結
び
つ
け
、
予
測
さ
れ
る
顧
客
の
取

引
パ
タ
ー
ン
か
ら
の
逸
脱
の
可
能
性

を
検
知
で
き
る
よ
う
に
は
な
ら
な
い

と
い
う
見
解
で
し
た
。

ま
た
、
実
質
的
支
配
者
の
確
認
・

検
証
や
、
取
引
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ
ス

テ
ム
と
組
み
合
せ
た
継
続
的
顧
客
管

理
等
の
顧
客
管
理
措
置
（
Ｃ
Ｄ
Ｄ
）

の
導
入
に
も
大
き
な
ギ
ャ
ッ
プ
が
あ

り
、
情
報
更
新
と
リ
ス
ク
評
価
の
見

直
し
が
実
施
さ
れ
て
い
な
い
多
く
の

既
存
口
座
が
存
在
し
て
い
る
こ
と
も

指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
こ
の
継
続
的
顧
客
管
理

及
び
取
引
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
つ
い
て

確
認
さ
れ
た
ギ
ャ
ッ
プ
へ
の
対
応
に

つ
い
て
、
監
督
当
局
か
ら
一
般
的
な

期
限
を
設
定
さ
れ
て
い
な
い
点
も
問

題
視
さ
れ
ま
し
た
。

「
法

F ATF（Financial Action Task Forces：金融活動作業部会）は、マネー・ローンダリング・テロ
資金供与対策やテロ資金供与対策（以下、マネロン等対策）の政府間会合の名称です。マネロン

等対策における国際協調を推進するため、1989年のアルシュ・サミット経済宣言を受けて設立されま
した。2001年９月の米国同時多発テロ事件発生以降は、テロ資金供与対策の推進を、2012年の FATF
新勧告の公表以降は大量破壊兵器の拡散金融対策にも指導的役割を果たしています。現在、日本を含む
OECD 加盟国を中心に、37の国・地域及び２つの国際機関が参加しています。

主な活動内容は、マネロン等対策に関する国際基準（FATF 勧告）の策定、参加国による FATF 勧告
の遵守状況の相互審査など。2012年２月に、従前のマネロン対策の「40の勧告」、テロ資金供与対策
の「９の特別勧告」を新「40の勧告」に全面改訂し、マネロン等対策を一元的に取り扱うものとされ
ています。直近では、2021年８月30日に第４次対日相互審査報告書を公表しました。

第 ４次相互審査は、2019年10月～11月にかけて審査団が来日し、オンサイト審査が行われまし
た。本来であれば翌年の FATF 全体会合において、日本に対する審査結果が採択される予定でし

たが、コロナの影響によりスケジュールは延期。2021年６月に（オンラインで）開催された全体会合
において正式に採択され、同年8月30日に対日相互審査報告書が FATF のウェブサイトにて公表されま
した。

第４次相互審査は第３次相互審査と異なり、FATF 勧告に即した法整備をしているかという「法令等
遵守状況」の審査に加えて、マネロン・テロ資金供与対策の「有効性」の審査も行われました。「法令
等遵守状況」の審査は、FATF の40の勧告に対して、それぞれ　C（履行）、LC（概ね履行）、PC（一
部履行）、NC（不履行）の４段階で評価されます。「有効性」に関する審査では、High（高い）、
Substantial（十分）、Moderate（中）、Low（低い）の４段階で評価されます。

FATF 第４次相互審査はどのように行われたの？

継続的顧客管理継続的顧客管理が求められる
背景背景を押さえよう
ここでは、金融機関に継続的顧客管理の強化が求められるきっかけとなった
FATFによる第４次相互審査について解説します。

弁護士 三宅法律事務所　渡邉 雅之

第
４
次
相
互
審
査
は

ど
ん
な
結
果
だ
っ
た
？

❶�実質的支配者の確認・検証、継続的顧客管理等の、最近導入・変更された義務につい
て、まだ明確かつ一律の理解がなされていないこと

❷�基本的な取引モニタリングシステムや、取引スクリーニング（フィルタリング）システ
ムに誤検知率が多く、その効果が限定的であること

1

2

3

FATFってどんな組織？どんな活動をしているの？

重大な課題として指摘されたポイント
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